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PISA2003の概要

1位グループ／韓国、香港、フィンランド、日本（4位）問題解決能力（今回から実施）

1位グループ／フィンランド、日本（2位）、香港、韓国科学的活用能力（前回２位）

OECD平均と同程度（14位）読解力（前回8位）

１位グループ／香港、フィンランド、韓国、オランダ、リヒテン
シュタイン、日本（６位）

数学的活用能力（前回１位）

○我が国の学力は、全体として国際的に見て上位（高1を対象）
○ただし、読解力など低下傾向にあり、世界トップレベルとは言えない状況
○授業を受ける姿勢は良いが、学ぶ意欲や学習習慣に課題
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TIMSS2003の概要

5位／46国3位／25国平成15年（第4回）

5位／38国実施していない平成11年（第3回追調査）

3位／41国3位／26国平成 7年（第3回）

1位／20国実施していない昭和56年（第2回）

2位／12国実施していない昭和39年（第1回）

中学校小学校

6位／46国3位／25国平成15年（第4回）

4位／38国実施していない平成11年（第3回追調査）

3位／41国2位／26国平成 7年（第3回）

2位／26国1位／19国昭和58年（第2回）

1位／18国1位／16国昭和45年（第1回）

中学校小学校

○我が国の児童生徒の学力は、国際的に見て上位。ただし、小学校理科、中学校数学は前回より得点が低下。
（小４．中２を対象）

○学ぶ意欲や学習環境に課題。
○テレビやビデオを見る時間が長く、家の手伝いをする時間が短い。
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高校生が「絶対にしてはならない」と答えた行為
（日米中３カ国の高校生の規範意識）

平成17年３月「高校生の学習意識と日常生活調査報告書」

日本の高校生は、学校における規範に関して、「絶対にしてはならない」という割合が米中より低い。
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※１ 2004年9月～11月にかけて、各国11～12校程度の高校を抽出して調査。方法は集団質問紙法により、

サンプル数は日本・中国が約1300、アメリカが約1000。

※２ アメリカにおいては、「売春」の質問項目は外されている
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責任感を伴うことはできるだけ避けたいと考える

青少年の割合の推移

生命保険文化センター「生活者の価値観に関する調査」

「責任を伴うことはできるだけ避けたいか」との質問に、「まったくそう思う」及び「そう思う」と回答した青少

年の割合が、この１０年間で約２倍に増加している 。

18.3%
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17.6%
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19.0%
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11%
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１９８５年 １９９１年 １９９６年 ２００１年

全体

１６歳～１９歳

※調査時期 平成13年7月

※調査対象 全国16歳～29歳の男女 2,500人
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改めたため、それ以前との
単純比較はできない

年度

高校

（平成16年の公立の小・中・高校）

文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」

暴力行為の加害児童生徒数（計37,243人）

学校内における暴力行為発生件数 ［推移］
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件

（平成16年の公立の小・中・高校）

文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」

いじめの発生件数（計21,671件）

（このほか、特殊教育諸学校84件）

いじめの発生件数 ［推移］
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2万2709人

9万9546人

文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」（速報値）

平成17年度の学年別内訳

不登校児童生徒数 ［推移］
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朝食欠食の児童生徒の割合

小学校から高校にかけて、朝食欠食の割合は増加傾向にある。

平成16年度「児童生徒の健康状態サーベイランス事業報告書」 （財）日本学校保健会
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肥満傾向の児童生徒の割合

「学校保健統計調査」

肥満傾向の子どもが増加している。
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中高一貫教育校の推移
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（平成18年度の内訳）

文部科学省調査

中学校と高等学校を接続し、中高一貫
教育を行うものとしてH11年度から導入
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公立学校に就学する外国人の児童生徒の推移
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「学校基本調査」

公立の小・中・高・特殊・中等教育学校に在籍する外国人児童生徒数は約７万人。ここ数年は緩やかな減少傾向。
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日本語指導が必要な外国人児童生徒の推移
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文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

公立の小・中・高・特殊・中等教育学校に在籍する外国人児童生徒で日

本語指導が必要なものは約2万1000人。ここ数年は増加傾向。

なお、その在籍学校数は約5000校。母語は54言語にわたり、ポルトガル

語、中国語、スペイン語の３言語で全体の３／４を占める。



３．高等学校に関する基本資料
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公立高校の生徒数(万人)

高校進学率（％）

年度

H18 96.5％

H18 私立
103.8万人

私立高校の生徒数(万人)

H18 公立
244.7万人

S25 42.5％

S40 70.7％

S40 507.4万人

S49 90.8％

高校への進学率は着実に向上し、昭和49年
度に90%を超えた。

「学校基本調査」(平成18年度は速報版より)

（国公私立の全日制・定時制の計）

高等学校等・高専の進学者（116.8万人(H１８)）
高校進学率＝ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

中学校等の卒業者（121.1万人(H1８)）

高校への進学率の推移

通信制を含めると進学率は97．７%
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高校の課程別・学科別生徒数の内訳

全日制
3,385,459

92.1%

通信制
182,308

5.0%定時制
108,815

3.0%

「学校基本調査」（平成18年度速報版）

学科別生徒数（全日制・定時制のみ）

普通科
2,521,652

72.3%

専門学科
817,971
23.5%

家庭科
49,879
1.4%

看護科
13,179
0.4%

水産科
10,287
0.3%

福祉科
8,063
0.2%

情報科
2,213
0.1%

その他の学科
103,492

3.0%

農業科
93,685
2.7%

商業科
247,432

7.1%

総合学科
145,834

4.2%

工業科
289,741

8.3%

課程別生徒数

全日制課程：通常の課程、修業年限３年
定時制課程：夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程、

修業年限３年以上
通信制課程：通信による教育を行う課程、修業年限３年以上
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総合学科・単位制高校の推移
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単位制の全日制・定時制・通信制高校の合計

うち全日制

学年による教育課程の区分を設けない
課程として昭和63年度に制度化（平成5
に全日制に拡大）

普通教育と専門教育を選択履修を旨と
して総合的に施す学科として平成6年
度に制度化

文部科学省調査
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ボランティア活動等に係る学修の
単位認定実施学校数

高校以外での学修の成果を単位認定している学校数

文部科学省調査

自校での学習のほかに、生徒の多様な学修の成果を幅広く評価するため導入され、実施校も着実に増加。

専修学校は平成５年度から、
大学は平成１０年度から、それ
ぞれにおける学修の成果につ
いて、高等学校で単位認定が
可能

ボランティア活動や就業体験に
ついて、平成１０年度から高等
学校で単位認定が可能
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大学の科目等履修生等の
制度を活用している高校

高校と大学との連携の推移

文部科学省調査
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大学教員による大学紹介や
講義を実施する高校

単位認定をしている高校は含んでいない。単位認定している高校は、
学校外学修の単位認定制度を活用している学校数中の「大学又は専
修学校等における学修の単位認定実施学校数」参照。
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高校の中途退学者数の推移
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H16年度 2.1%

7万7897人

公・私立高校の中途退学者数、中退率は、平成13
年度以降、４年連続で減少。

（公私立の高校）

文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」
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S57 S62 H4 H9 H14

%学科別中途退学率（全日制のみ）

普通科

専門学科
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%
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高校の中途退学率の推移（学科別）
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（全日制）

文部科学省「生徒指導上の諸問題の現状について」

学科別でも中退率は、平成13年度以降、４年連続で減少。



23

高校の卒業生の進路の推移

16.1%
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大学短大進学率

49.3%

就職率

18.0%

専修学校

各種学校等進学者

25.5%

※大学短大進学率については、５９年以降のデータには通信制大学短大への進学を含んでいる。

大学や専修学校等への進学率が上昇し、就職率は低下。

「学校基本調査」(平成１８年度は速報版より)
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高校の普通科と専門学科の卒業生の進路の推移

23.6%

24.2%
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24.4%

43.8%

181383615651464136

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

大学・短大進学率

就職率

その他

専修学校等進学者

※就職しかつ進学した者の人数が進学者と就職者の双方に含まれている。

※大学短大進学率については、昭和５９年以降は通信制大学短大への進学を含んでいる。

「学校基本調査」（平成18年度は速報版より）

普通科

4.5%
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6.9%
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25.1%
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44.2%
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就職率

その他

専修学校等進学者

専門学科

普通科、専門学科ともに大学短大進学率と専門学校等進学率が上昇し、就職率が低下。
専門学科卒業生の進路には、依然として就職する者が最も多い。
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インターンシップを体験した高校生の割合の推移

文部科学省調査
(H17は国立教育政策研究所調査)

（国公私立の全日制）

高校在学中にインターンシップを１回でも体験した高校３年生
割合＝

高校３年生の生徒総数

インターシップを体験した生徒の割合は着実に増加。普通科で
は、他学科に比べて低い。
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%

職業に関する学科

普通科

総合学科
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高校生のインターンシップの体験日数（学科別）
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１日
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1
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0.1
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0.6
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0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普通科

職業に関する学科

総合学科

文部科学省調査

（平成16年度の公立の全日制高校）
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厚生労働省「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査結果」（平成17年）

最終学歴別の卒業後３年以内の離職率
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２年目

１年目

卒業後３年以内に離職する者の割合は、中卒７割、高卒
５割、大卒３割となっている
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フリーターや若年無業者数の推移
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万人 30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

総務省統計局「就業構造基本調査」（昭和57年ｰ平成9年）、「労働力調査（詳細結果）」（平成14-17
年）を厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計
「フリーターは、年齢15-34歳、卒業者であって、女性については未婚の者とし、さらに①現在就業して
いる者については勤め先における呼称が「アルバイト」「パート」である雇用者で、②現在無業の者につい
ては家事も通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者
昭和57年から平成9年までの数値と、平成9年から17年までの数値とでは、フリーターの定義等が異な
るため接続しない点に留意。

総務省統計局「労働力調査」
若年無業者について、年齢を15-34歳に限定し、非労働力人口のうち通学も
家事もしていない者として集計

※「１．社会の状況」より引用



４．学校運営に関する資料
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公立学校の学校評議員の設置数の推移

47.0

62.4

72.0

78.4

31.0

24.1

9.5

8.1

0 20 40 60 80 100

平成14年8月

平成15年7月

平成16年7月

平成17年8月

%

設置済 設置検討中

それぞれの学校種のすべての公立学校を対象に調査
この数値には「学校評議員類似制度」を含む（類似制度：趣旨や目的は学校評議員制度とほぼ同じだが、一部の要件を満たしていないもの）

33,694校 3,496校

学校教育法施行規則の改正により、平成12年４月に制度化。

設置者の判断により、学校評議員を、学校に置くことができる（人数や任期は設置者が定める）

学校評議員は、校長の求めに応じ、校長が行う学校運営に意見を述べる。

学校評議員は、校長の推薦により、（その学校の職員以外で、教育に関し理解と識見のある者か
ら）設置者が委嘱する。
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コミュニティ・スクールの設置数の推移
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文部科学省調査
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学校評価を実施する公立学校の割合
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自己評価の実施割合 外部評価の実施割合
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平成１６年度

・それぞれの学校種のすべての公立学校を対象に調査
・外部評価とは、保護者や地域住民等による評価
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学校評価の結果を公表する公立学校の割合
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自己評価の結果の公表割合 外部評価の結果の公表割合
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・それぞれの学校種のすべての公立学校を対象に調査
・外部評価とは、保護者や地域住民等による評価
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